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企業経営では企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility，以下では CSR という）
やサステナビリティ（Sustainability）を事業活動に取り込み，実践しなければならないとい
う議論が続いている中，CSR やサステナビリティを遂行するためのマネジメント・コント
ロール・システム（Management Control Systems，以下では MCS という）に関わる研究は




CSR の遂行を促進するための MCS の構築が図られている。この研究を通じて，わが国に
おける CSR の遂行を促進するための MCS の研究を進展させるとともに，日本企業に対し
て，CSR を遂行するための MCS を提案することを狙いとしている。 
第 1 章では，CSR の遂行を促進するための MCS を構築するうえで，CSR の遂行の意義
を示すために，研究課題 1「CSR と財務業績との正の関係の検証」に取り組んでいる。具
体的には，顧客の CSR に対する認知，顧客満足，ロイヤルティ，財務業績（顧客別の限界
利益額）との正の関係を日本のホテル業 A 社における 2016 年度の顧客アンケート調査







第 2 章では，先行研究レビューを通じて，CSR の遂行を促進するための MCS の構築に
向けた 4 つの研究課題を抽出している。第 1 に，海外の管理会計研究では，企業がフォー
マル・コントロール・システム（Formal Control System，以下では FCS という）とインフォ
ーマル・コントロール・システム（Informal Control System，以下では ICS という）からな
る MCS を用いて，CSR をいかに遂行するかということを明らかにしている先行研究をレ
ビューしている。そのうえで，CSR を遂行するうえで，FCS と ICS からなる MCS の有効
性を日本企業で明らかにする研究の必要性があることから，研究課題 2a「公式と非公式か
らなる MCS」が抽出されている。 
第 2 に，CSR を遂行するうえで，企業が MCS をどのように用いているのかを明らかに
するために，近年では，Harvard Business School の教授である Robert Simons が提唱したレ
バーズ・オブ・コントロール（Levers of Control，以下では LOC という）を MCS とする研
究が行われ始めていることから，関連する先行研究をレビューしている。LOC の特徴は，
インタラクティブ・コントロール・システムを通じて，事業上の不確実性（機会と脅威）
を明らかにし，戦略の修正や変更を促すことから，FCS と ICS からなる MCS との比較を
通じて，CSR を遂行するための MCS を再考する必要性が明らかとなった。このことを踏
まえ，研究課題 2b「公式と非公式からなる MCS にインタラクティブ・コントロール・シ
ステムを加えた MCS」が抽出されている。 





第 4 に，CSR から共通価値の創造（Creating Shared Value，以下では CSV という）への展




する MCS が不可欠であるが，わが国ではそうした MCS の研究の蓄積がされ始めている段
階にあることから，研究課題 2d「組織間における CSR の遂行を促進するための MCS」が
抽出されている。 
第 3 章では，研究課題 2a「公式と非公式からなる MCS」が取り組まれている。具体的に
は，CSR を遂行するうえで，FCS と ICS が有効であるかをアルミ引抜メーカーB 社におけ
る事例を通じて明らかにしている。B 社の事例を通じて，CSR を遂行するためには，ICS
という組織風土を醸成する仕組み（B 社の場合は文化）が土台となり，そのもとで FCS が






ことから，本業と関連の低い CSR 活動の遂行を促進する MCS の必要性を課題として挙げ
ている。 
第 4 章では，研究課題 2b「公式と非公式からなる MCS にインタラクティブ・コントロ
ール・システムを加えた MCS」が取り組まれている。ここでは，FCS と ICS からなる MCS
と LOC との関係を考察することを通じて，CSR の遂行を促進するための新たな MCS を示






されている。小規模の企業の事例であるが，MCS が CSR の遂行のために従業員を動機づ
け，ステークホルダーとの協働を通じて，地域社会の課題を収益に結びつける経営の実現
を促進しうると結論付けている。 










よって，企業が継続的に CSR を遂行することを支援すると結論付けている。 
第 6 章では，研究課題 2d「組織間における CSR の遂行を促進するための MCS」が取り
組まれている。ここでは，産業クラスターの形成・運営を通じて，地域経済の活性化を促



















（Sustainability Balanced Scorecard，以下では SBSC という）に関わる研究が行われている。
近年では，環境だけでなく社会的な課題や各ステークホルダーの要請に応えるために，企
業内で CSR を遂行するための MCS に関わる研究の必要性が議論されつつある。こうした
中で，本研究のように，CSR の遂行を促進するための MCS の理論構築に取り組むことを
通じて，わが国の管理会計研究上の新たな研究課題に取り組んだということが，本論文の
特質といえるだろう。 










特に，第 4 章の内容は，CSR や環境経営分野の英文ジャーナルである Corporate Governance: 



















ただし，CSR の遂行を促進するための新たな MCS を提示したものの，その有効性を示
すことができていないことに限界がある。今後は，事例研究を蓄積する必要があるだろう。
また，より高度な一般性を得るためには，事例研究で得られた知見をもとに質問票の設計
をし，より多くの企業に対するサーベイ調査を実施することで，さらなる発展が望まれる。 
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